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生産施設等整備事業 事務事業評価シート

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

・意欲ある農業者を支援する制度であるほか、新たな農業展開がなされることによって雇用の創
出や人材の育成が図られるものであることから、今後も事業を推進していく。

・事業実施から3年後までに販売（生産）量を5％以上増加させることが必須要件となっている。
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後援・協賛 補助・助成

26年度(実績)

市民参画の有無 対象外
適正である

市民協働の形態
共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

委託

公
平
性

・導入された施設等を効果的に活用することで、販売量の増加が
可能となる。向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

・事業毎に定められている要綱等に応じた負担をするものである。

6

・農畜産物の生産性の向上や産地拡大を推進するための支援。

 受益と負担の適正化余地 ・事業要綱によって受益と負担の区分が明確化されている。

受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括

妥当でない農業用施設・機械の整備に関する補助

○いわて地域農業マスタープラン実践支援事業（県単）

○経営体育成支援事業（国事業、トンネル）

有
効
性

 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

目的 生産施設等の整備支援による担い手の育成と産地の拡大

対象 農業者の組織する団体等

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性
意図 経営の基盤強化、複合化・多角化、6次産業化を促進する

妥当である

見直し余地がある

政策 1-1 農林業の振興
施策 3 生産基盤の整備

総合
計画

分野

会計 款 項 目

一般 06 01 03

【 事後評価 】平成 27 年度 事務事業評価シート

28年度(計画)

27年度(実績) 28年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

0407 生産施設等整備事業

しごと

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること



（単位：千円）

○いわて地域農業マスタープラン実践支援事業　11,895千円
単位：千円

○ ～

○経営体育成支援事業　3,138千円
・目的：地域農業マスタープランに位置づけられた中心経営体に対する機械・施設の整備支援
・対象：地域農業マスタープランに位置づけられた中心経営体等
・補助率：次の①～③のうち最も低い額（3,000千円上限）
①助成の対象となる経費に10分の３を乗じて得た額
②助成の対象となる経費のうち融資額
③助成の対象となる経費から融資額及び地方公共団体等による助成額を控除して得た額

　

生産施設等整備事業

杉村順 ﾛｰﾀﾘｰ 1台 788

事業を展開する上での課題、留意事項　／　意見・要望等

・国、県の予算が不足しているなか、事業を要望している農業者に対応できていない。

事業説明資料

農業用施設・機械の整備に関する補助

○いわて地域農業マスタープラン実践支援事業（県単）

○経営体育成支援事業（国事業、トンネル）

事業概要

事業実施主体 事業内容 事業費 国費

事業開始の背景・経緯

花巻市の農業の持続的な発展を図るため、担い手の育成と農畜産物の産地拡大が必要である。こ
のため、生産機械・施設の効果的な活用による経営改善を進め、経営環境の改善に係る支援を
行っている。

年度〕 6,000
1,111部経営方針における目標

農業の生産性を高めるとともに作業効率の向上を進める。

年度事業期間 単年度繰返 期間限定 〔平成 平成

一般財源 58,387 3,768 △ 54,619 堆肥置場ﾊｳｽ
ﾍﾞｰﾙｸﾞﾘｯﾊﾟｰ

その他 園地造成他

地方債
財
源
内
訳

△ 57,508 ・補助率：
　機械・施設整備　1/2（県1/3、市1/6）※注
　基盤整備　　　　2/3（県1/2、市1/6）

事業費
・対象：集落営農組織、認定農業者等

72,541 15,033

26年度
決算額(A)

27年度
決算額(B)

28年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

・目的：地域農業マスタープランに位置づけられた取り組みを行うために必要な機械・施設
　の整備を支援。

≪いわて地域農業マスタープラン実践支援事業（県単）≫

国・県 14,154 11,265 △ 2,889

会計 款 項 目 事業ｺｰﾄﾞ 事業名
《事業手法の詳細》

一般 06 01 03 0407 生産施設等整備事業

※注：事業主体が経営基盤強化志向の集落営農組織の場合は補助率は3/10（県1/5、市1/10）と
なる。

担当部署 部名 農林水産部 課名 農政課 担当係長 寺林和弘

平成 27 年度 事業説明資料 【 事後評価 】
内線 6-284

事業実施主体

花巻ｱｽﾊﾟﾗ生産組合
花巻ﾊｳｽ園芸組合
谷内草地利用組合
ＦＫＣ草地機械利用組合

花巻畜産施設整備管理組合 ﾎｲｰﾙローダー
小型ﾛｰﾙﾍﾞｰﾗｰ他
わら切りｶｯﾀｰ

谷内繁殖組合
太田粗飼料研究会
新堀草地利用組合 ｼﾞｬｲﾛﾃｯﾀﾞｰ

合計

2,000
370
161

事業内容
4,197

事業費

8,949
805
296

ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ

186
81

119
486
714

県費
2,014
2,978
268
98

市費
700

1,497
135
50

1,000

3,768合計
238

さつまファーム 精米機 1,662 498

236
1,620 486

10,464 3,138

杉村順 代掻きﾊﾛｰ 1台

22,558 8,127

杉村順 トラクター65PS 1台 6,394 1,918


